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理事会通信

第30回役員会（平成18年2月9日）の概要
（報告事項）
☆　２月1日朝日新聞紙面で報道された『あらたな「地名総鑑」』事件につき、担当記者並びに大阪府に事情確認をしたが実態が判然としない。
こうした場合、業者の所属団体と大阪府が一体となって事件の真相解明とその処理にあたるのが通例であるも、大阪府自体が実態を把握していないなど不可解な点も多く、当面は事態の推移を見守ることにしたいとの報告があった。

· 　調査業法は5月連休までの今国会で通過させる予定で動いている旨の報告があった。また、戸籍法の一部改正法案は次期通常国会に上程される見込みであり、今国会に上程される事はなさそう。従って、上申書の取り扱いについてももう少し内容の充実を図り、次期国会の開催を目途に動きたいとの話があった。
　　
第１号議案　広報活動について

　現行の関調協ホームページに理事会報告など掲載中だが、各理事がブログのような形で調査業者としての主張を書いていったらとの意見が出された。
掲載するとなれば文責を明らかにする必要があり、執筆者の名前入りにしたい。内容は仕事に関係した事に限らず、趣味的なことでも構わないのではないか等の意見が交わされた。

結果、掲載してみる事で意見がまとまり、当面各理事に原稿のお願いをすることとなった。
第２号議案　研修会について

　研修会は業法の成立を待って開催する予定であったが年度内成立の見込みがない為、、会長は研修会の内容と開催日程について練り直す必要があるとして、出席理事に意見を求めた。

　各理事が意見交換した結果、講師を招いて開催するよりは、これまでの協会活動について経過説明など交えて、理事が講師役を務め、手作りでやろうとの事で意見は一致した。

第31回役員会（平成18年3月17日）の概要

（報告事項）
· 本日の研修会の出席状況について下記の通り報告した。

研修会出席予定者は会員30名、会員外4名。懇親会は約３０名の出席予定との報告があった。
· 前回理事会で検討された関調協HPについて、記事掲載の欄（スペース）を設けた旨が報告され、各理事に寄稿を要請した。

第1号議案　研修会内容の確認について

　　研修内容及びタイムスケジュールの打ち合わせをし、研修会の準備を整えた。
　

「教育研修会を開催」
平成18年3月17日（金曜日）午後4時から、天満橋の京阪ホテル3階にて研修会が開催された。

昨年は、講師に大阪大学大学院教授の鈴木秀美先生をお招きし、個人情報保護法について勉強したが、今回は協会理事が講師役を勤め、探偵業法、個人情報保護法完全施行に伴う諸問題及び戸籍住民票問題について意見交換をしようとの事で開催された。
探偵業の業務の適正化に関する法律（案）について　

　　　　　　　　　　　　　　講師　竜田　充子
　（目的）

第一条　この法律は、探偵業について必要な規制を定め、もってその業務の運営の適正を図ることを目的とする。

　（定義）

第二条　この法律において「探偵業務」とは、他人の依頼を受けて、特定人の所在又は行動についての情報であって当該依頼に係るものを収集することを目的として面接による聞込み、尾行、張込みその他これらに類する方法により実地の調査を行い、その調査の結果を当該依頼者に報告する業務をいう。

２　この法律において「探偵業」とは、探偵業務を行う営業をいう。

３　この法律において「探偵業者」とは、第四条第一項の規定による届出をして探偵業を営む者をいう。

　（欠格事由）

第三条　次の各号のいずれかに該当する者は、探偵業を営んではならない。

　一　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

　二　禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者

　三　最近五年間に第十五条の規定による処分に違反した者

　四　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者

　五　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のいずれかに該当するもの

　六　法人でその役員のうちに第一号から第四号までのいずれかに該当する者があるもの

　（探偵業の届出）

第四条　探偵業を営もうとする者は、内閣府令で定めるところにより、営業所ごとに、当該営業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）に、次に掲げる事項を記載した届出書を提出しなければならない。この場合において、当該届出書には、内閣府令で定める書類を添付しなければならない。

　一　商号、名称又は氏名及び住所

　二　営業所の名称及び所在地並びに当該営業所が主たる営業所である場合にあっては、その旨

　三　第一号に掲げる商号、名称若しくは氏名又は前号に掲げる名称のほか、当該営業所において広告又は宣伝をする場合に使用する名称があるときは、当該名称

　四　法人にあっては、その役員の氏名及び住所

２　前項の規定による届出をした者は、当該探偵業を廃止したとき、又は同項各号に掲げる事項に変更があったときは、内閣府令で定めるところにより、公安委員会に、その旨を記載した届出書を提出しなければならない。この場合において、当該届出書には、内閣府令で定める書類を添付しなければならない。

３　公安委員会は、第一項又は前項の規定による届出（同項の規定による届出にあっては、廃止に係るものを除く。）があったときは、内閣府令で定めるところにより、当該届出をした者に対し、届出があったことを証する書面を交付しなければならない。

　（名義貸しの禁止）

第五条　前条第一項の規定による探偵業の届出をした者は、自己の名義をもって、他人に探偵業を営ませてはならない。

　（探偵業務の実施の原則）

第六条　探偵業者及び探偵業者の業務に従事する者（以下「探偵業者等」という。）は、探偵業務を行うに当たっては、この法律により他の法令において禁止又は制限されている行為を行うことができることとなるものではないことに留意するとともに、人の生活の平穏を害する等個人の権利利益を侵害することがないようにしなければならない。

　（書面の交付を受ける義務）
第七条　探偵業者は、依頼者と探偵業務を行う契約を締結しようとするときは、当該依頼者から、当該探偵業務に係る調査の結果を犯罪行為その他の違法な行為のために用いない旨を示す書面の交付を受けなければならない。

　（重要事項の説明等）

第八条　探偵業者は、依頼者と探偵業務を行う契約を締結しようとするときは、あらかじめ、当該依頼者に対し、次に掲げる事項について書面を交付して説明しなければならない。

　一　探偵業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

　二　第四条第三項の書面に記載されている事項

　三　探偵業務を行うに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）その他の法令を遵守するものであること。

　四　第十条に規定する事項

　五　提供することができる探偵業務の内容

　六　探偵業務の委託に関する事項

　七　探偵業務の対価その他の当該探偵業務の依頼者が支払わなければならない金銭の概算額及び支払時期

　八　契約の解除に関する事項

　九　探偵業務に関して作成し、又は取得した資料の処分に関する事項

２　探偵業者は、依頼者と探偵業務を行う契約を締結したときは、遅滞なく、次に掲げる事項について当該契約の内容を明らかにする書面を当該依頼者に交付しなければならない。

　一　探偵業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

　二　探偵業務を行う契約の締結を担当した者の氏名及び契約年月日

　三　探偵業務に係る調査の内容、期間及び方法

　四　探偵業務に係る調査の結果の報告の方法及び期限

　五　探偵業務の委託に関する定めがあるときは、その内容

　六　探偵業務の対価その他の当該探偵業務の依頼者が支払わなければならない金銭の額並びにその支払の時期及び方法

　七　契約の解除に関する定めがあるときは、その内容

　八　探偵業務に関して作成し、又は取得した資料の処分に関する定めがあるときは、その内容

　（探偵業務の実施に関する規制）

第九条　探偵業者は、当該探偵業務に係る調査の結果が犯罪行為その他の違法な行為のために用いられることを知ったときは、当該探偵業務を行ってはならない。

２　探偵業者は、探偵業務を探偵業者以外の者に委託してはならない。

　（秘密の保持等）

第十条　探偵業者の業務に従事する者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た人の秘密を漏らしてはならない。探偵業者の業務に従事する者でなくなった後においても、同様とする。

２　探偵業者は、探偵業務に関して作成し、又は取得した文書、写真その他の資料（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。）を含む。）について、その不正又は不当な利用を防止するため必要な措置をとらなければならない。

　（教育）

第十一条　探偵業者は、その使用人その他の従業者に対し、探偵業務を適正に実施させるため、必要な教育を行わなければならない。

　（名簿の備付け等）

第十二条　探偵業者は、内閣府令で定めるところにより、営業所ごとに、使用人その他の従業者の名簿を備えて、必要な事項を記載しなければならない。

２　探偵業者は、第四条第三項の書面を営業所の見やすい場所に掲示しなければならない。

　（報告及び立入検査）

第十三条　公安委員会は、この法律の施行に必要な限度において、探偵業者に対し、その業務の状況に関し報告若しくは資料の提出を求め、又は警察職員に探偵業者の営業所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２　前項の規定により警察職員が立入検査をするときは、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

　（指示）

第十四条　公安委員会は、探偵業者等がこの法律又は探偵業務に関し他の法令の規定に違反した場合において、探偵業の業務の適正な運営が害されるおそれがあると認められるときは、当該探偵業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。

　（営業の停止等）

第十五条　公安委員会は、探偵業者等がこの法律若しくは探偵業務に関し他の法令の規定に違反した場合において探偵業の業務の適正な運営が著しく害されるおそれがあると認められるとき、又は前条の規定による指示に違反したときは、当該探偵業者に対し、当該営業所における探偵業について、六月以内の期間を定めて、その全部又は一部の停止を命ずることができる。

２　公安委員会は、第三条各号のいずれかに該当する者が探偵業を営んでいるときは、その者に対し、営業の廃止を命ずることができる。

　（方面公安委員会への権限の委任）

第十六条　この法律の規定により道公安委員会の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、方面公安委員会に行わせることができる。

　（罰則）

第十七条　第十五条の規定による処分に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第十八条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

　一　第四条第一項の規定による届出をしないで探偵業を営んだ者

　二　第五条の規定に違反して他人に探偵業を営ませた者

　三　第十四条の規定による指示に違反した者

第十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

　一　第四条第一項の届出書又は添付書類に虚偽の記載をして提出した者

　二　第四条第二項の規定に違反して届出書若しくは添付書類を提出せず、又は同項の届出書若しくは添付書類に虚偽の記載をして提出した者

　三　第八条第一項若しくは第二項の規定に違反して書面を交付せず、又はこれらの規定に規定する事項を記載しない書面若しくは虚偽の記載のある書面を交付した者

　四　第十二条第一項に規定する名簿を備え付けず、又はこれに必要な事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をした者

　五　第十三条第一項の規定に違反して報告をせず、若しくは資料の提出をせず、若しくは同項の報告若しくは資料の提出について虚偽の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出した者又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

第二十条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

　（経過措置）

第二条　この法律の施行の際現に探偵業を営んでいる者は、この法律の施行の日から一月間は、第四条第一項の規定による届出をしないで、探偵業を営むことができる。

　（検討）

第三条　この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況、探偵業者の業務の実態等を勘案して検討が加えられ、必要があると認められるときは、所要の措置が講ぜられるものとする。

以上が議員立法として自民党議員（探偵業法に関するワーキングチーム　座長.山本拓）から出されている業法案であり、この案に対する解説を交えながら活発な意見交換がなされた。

中でも、第4条の営業所毎の届出に関する事項での質疑応答が多くあったが、未だ法案の審議も十分尽くされていない現状で軽々に解説する事は出来ないとして、明確な答えは示されなかった。

尚、当面は法案成立を第一優先とし、詳細については主管する公安委員会が運用規定などを作る段階で、業界としての意見を積極的に上申しようとの方向性が示された。
個人情報保護法施行に伴う諸問題と戸籍住民票問題について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師　　松谷　廣信

（興信所業者が講ずべき個人情報保護）
第1　目的

　この指針は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）の施行に当たり、興信所業者において個人情報の取扱いに関し講ずることが望ましい措置について定めることを目的とする。

第2　用語の定義

　この指針において使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、次に掲げる用語の意義は、それぞれに定めるところによる。

ア 　調査業務　他人（個人である者に限る。以下同じ。）の生命、身体、財産その他の権利利益の保護のために必要な人の所在又は行動に関する事項について、当該他人の需要に応じて調査し、その結果を当該他人に報告する業務 

イ 　興信所業　調査業務を行う営業 

ウ 　興信所業者　興信所業を営む着 

工 　依頼者　興信所業者にアの事項について調査を依頼した者 

オ 　対象者　依頼者が興信所業者にアの事項について調査を依頼した場合において、当該調査の目的となる人 

第3　興信所業者が講ずべき措置の特例

　1　興信所業者がよるべき指針

　個人情報を取り扱う興信所業者は、個人情報取扱事業者であるかないかにかかわらず、個人情報取扱事業者に係る法及び国家公安委員会が所管する事業を行う者等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する指針（平成16年国家公安委員会告示第31号。以下「告示」という。）の規定並びにこの指針に従い、個人情報の適正な取扱いを図ること。

2　依頼者の個人情報の取扱いに関する特例

（1）保存期間

興信所業者は、依頼者の個人情報の保存期間を設けるとともに、依頼者に明確に示すこと。

（2）第三者提供の制限

興信所業者は、第三者に提供される個人データに係る告示第4の2（5）エにより、依頼者の同意を得ずに依頼者の個人データを第三者に提供しようとするときは、あらかじめ告示第4の2（5）エ（ア）から（エ）までに掲げる事項を依頼者に直接通知すること。
3　対象者の個人情報の取扱いに関する特例

（1）　利用目的の特定

ア 　興信所業者は、取得した対象者の個人情報を依頼者に報告する目的以外の目的で利用しないこと。 

イ 　興信所業者は、依頼者における対象者の個人情報の利用目的を確認し、その利用目的が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、対象者の個人情報を取り扱わないこと。 

（ア） 依頼者における対象者の個人情報の利用目的が社会的差別の原因となるものであ

るおそれがあるとき。 

（イ） 依頼者における対象者の個人情報の利用目的がストーカー行為等の規制に関する法律（平成12年法律第81号）第2条の「つきまとい等」目的その他違法なものであるおそれがあるとき。 

（ウ） 依頼者における対象者の個人情報の利用目的が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31号）第1条第2項の被害者の所在の調査の目的その他不当なものであるおそれがあるとき。 

（2）適正な取得（法第17粂）

　　興信所業者は、依頼者の依頼に基づく対象者の個人情報の取得に当たって、盗聴器を使用するなどとるべき調査方法が法令に触れるあるいは当該調査方法によって法令に触れる結果を生じることがないようにするため、必要な措置を講じること。

（3）利用目的の通知（法第18条）

　　興信所業者が対象者の個人情報を取得した場合において、「利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合（法第18条第4項第1号）」に該当し、その利用月的の対象者への通知等をしなくともよい場合としては、次の場合が考え得ること。

　（ア） 対象者が依頼者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）である場合であって、当該対象者について民法（明治29年法律第89号）第752条の義務その他の法令上の義務の履行を確保するために必要な事項について調査を行うとき。 

（イ）対象者が依頼者の親権に服する子である場合であって、依頼者が当該対象者に関し民法第820条の権利その他の法令上の権利を行使し、又は義務を履行するために必要な事項について調査を行うとき。 

（ウ） 対象者が依頼者の法律行為の相手方となろうとしている者である場合であって、当該法律行為をするかどうかの判断に必要な事項について調査を行うとき。 

（エ） 依頼者が犯罪その他の不正な行為による被害を受けている場合であって、当該被害を防止するために必要な事項について調査を行うとき。 

（4）対象者の個人情報の利用の制限

　　興信所業者は、対象者の個人情報について検索することができるように体系的に構成した個人情報データベース等を原則として保有しないこと。

（5）利用目的達成後の破棄

　　興信所業者は、対象者の個人情報について依頼者に報告したことにより利用目的を達成したときは、速やかに対象者の個人情報を破棄すること。 　

第4　事業者団体の取組み

1 興信所業者をその構成員に有する団体（以下「事業者団体」という。）及び事業者団体をその構成員に有する団体（以下「事業者団体等」という。）は、その構成員である興信所業者（事業者団体をその構成員に有する団体にあっては、事業者団体の構成員である興信所業者。以下同じ。）が法、告示及びこの指針に従い、個人情報の適正な取扱いの確保に積極的に取り組むよう、啓発、情報の提供その他の措置を講ずるよう努めること。 

2 事業者団体は、その構成員である興信所業者に係る依頼者又は対象者からの苦情を受け付ける窓口を設け、苦情に適切に対応し、問題の解決を図るよう努めること。 

3 事業者団体は、その構成員である興信所業者に法、告示又はこの指針に違反する行為があると認めたときは、当該興信所業者に対して必要な改善を求め、又は必要な処分を行うこと。 

　以上が主務官庁である公安委員会から示された興信所・探偵社に対する指針である。
　昨年4月、この個人情報保護法完全施行に伴い、調査業者は大変な影響を受けている。その影響の大半は、法そのものの規制によるものではなく、行政、企業、団体、個人のそれぞれが、単なる自己保身の為に個人情報を一切言わなくなっている、過剰反応に大きな問題が有ることが指摘され、機会ある毎に調査の必要性を訴えて行こうとの方向性が示された。
戸籍法（抄） 

（謄本等の交付請求）
第一〇条 

１．何人でも、手数料を納めて、戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍に記載した事項に関する証明書の交付の請求をすることができる。

２．前項の請求は、法務省令で定める場合を除き、その事由を明らかにしてしなければならない。

除籍簿の謄本等の交付請求

第一二条の二

１．除かれた戸籍に記載されている者又はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属は手数料を納めて、その除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書の交付の請求をすることができる。国又は地方公共団体の職員、弁護士その他法務省令で定める者も、同様である。

２．前項に規定する者以外の者は、相続関係を証明する必要がある場合その他法務省令で定める場合に限り、同項の請求をすることができる。

３．第十条第四項の規定は、第一項の請求をする場合に準用する。

不正手段による謄本の交付等に対する過料

第一二一条

偽りその他不正の手段により、第十条第一項若しくは第十二条の二第一項の謄本、抄本若しくは証明書の交付を受け、又は第四十八条第二項（第百十七条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧をし、若しくは証明書の交付を受けた者は、五万以下の過料に処する｡

戸籍法施行規則(抄） 

謄本等の交付請求の事由を示さないでよい場合

第一一条　　戸籍法第十条第二項の法務省令で定める場合は、次の各号に掲げる場合とする。

一 戸籍に記載されている者又はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属が請求する場合

二 国若しくは地方公共団体の職員又は別表第一に掲げる法人の役員若しくは職員が職務上請求する場合

三 弁護士､司法書士､土地家屋調査士、税理士､社会保険労務士、弁理士､海事代理士又は行政書士が職務上請求する場合

四 市長村長が相当と認める場合

除籍簿の謄本等の交付請求のできる者

第一一条の二

１．戸籍法第十二条の二第一項後段の法務省令で定める者は、次の各号に掲げる物とする。

一 別表第一に掲げる法人の役員又は職員

二 司法書士､土地家屋調査士、税理士､社会保険労務士、弁理士､海事代理士又は行政書士

２．戸籍法第十二条の二第一項後段に規定する者の請求は、職務上必要とする場合に限られるものとする。

除籍簿の謄本等の交付請求のできる場合

第一一条の三

１．戸籍法第十二条の二第二項の法務省令で定める場合は、次の各号に掲げる場合とする。

一 裁判所その他の官公署に提出する必要がある場合

二 除かれた戸籍の記載事項を確認するにつき正当な利害関係ある場合

２．戸籍法第十二条の二第二項の規定により同条第一項の請求をする場合には、相続関係を証明する必要があること又は前項各号の一に該当することを明らかにしなければならない。

住民基本台帳法（抄） 

住民票の写し等の交付

第一二条

１．何人でも、市町村長に対し、住民票の写し（第六条第三項の規定により磁気テープをもって住民票を調製している市町村にあっては、当該住民票に記録されている事項を記載した書類。以下同じ。）又は住民票に記載をした事項に関する証明書（以下「住民票記載事項証明書」という。）の交付を請求することができる。

２．前項の請求は、請求事由その他自治省令で定める事項を明らかにしてしなければならない。ただし、自治省令で定める場合には、この限りではない。

３．市町村長は､第一項の住民票の交付の請求があったときは、特別の請求がない限り、第七条第四号、第五号及び第九号から第十三号までに掲げる事項の全部又は一部の記載を省略した写しを交付することができる。

４．市町村長は､第一項の請求が不当な目的によることが明らかなときは、これを拒むことができる。

５．第一項の請求をしようとする者は、郵便により、同項の住民票の写し又は住民票記載事項証明書の送付を求めることができる。

　戸籍住民票問題については、「調査業者が行政書士等の有資格者を通じて大量の戸籍住民票を入手していた」との昨年来からの報道事案が示され、今後の対策が話し合われた。

　現行法では、戸籍住民票は公開原則であるが行政が運用面で事実上非公開としている。
その為、迂回して入手する方法が採られているが、これには問題がある。
但し、根本的な問題は、差別の名のもとに正当な理由による入手も不可能になっている事にある旨が指摘され、この問題も機会ある毎に訴えて行こうとの方向性が示された。
また、次期通常国会に戸籍法の一部改正案（公開原則を非公開原則に）が上程される可能性が高い。その事については他の業界団体とも力を合わせ、積極的な活動をしていく必要があり、会員皆が協力して行こうとの意見が出された。　　また、国会議員への上申書案が示され、内容の充実を図る上で会員皆の協力を要請した。
（事務局便り）
・新たな事業年度に入りました、今期も宜しくお願い致します。

・平成18年度の上期会費請求を同封しますので宜しくお願いします。

・尚、17年度会費未納の方が数名おられます。速やかな処理をお願い致します。
・戸籍住民票を必要とする調査事例を募集しています、具体的に書いてご提出下さい。
役に立つ法律問題（ケーススタディ）　　　　　　弁護士　小　山　　章　松
　(質　問)

　弊社Ｘは、Ｙ社に平成１６年１月１５日、甲土地を金額５０００万円で売る契約を概路次の約定で締結しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　１．売買契約時手付金　　　　　　　　　　　５００万円

　　　２．残金支払日　　　　　　　　　　　　　平成１６年３月１５日

　　　３．所有権移転登記日、土地引き渡し日　　平成１６年３月１５日

　　　　　残金を受け取るのと引換

　ところで、弊社は契約締結日に手付金５００万円をＹから受け取りましたが、契約後Ｙ社の信用状態を聞くとよくないので、手付け倍返しではなく、Ｙの信用状況悪化を理出に契約を解除して、手付金５００万円だけＹ社に返したいのですが、Ｙ社に契約解除を申し入れると、Ｙ社が契約解除を争い、甲土地の所有権移転登記請求権を保全するために、予告登記を甲上地の登記簿に付けることができると噂で聞きましたが、本当でしょうか。

　弊社は、Ｙ社と契約解除をした後すぐに、甲土地をＺ不動産会社に売る予定にしています。予告登記を付けられたら売れなくなってしまわないでしょうか。

(回　答)

１．Ｙ社は予告登記を付けることはできません。

　　登記所が予告登記を付けるのは、裁判所から嘱託があったときだけです。Ｙから登記所に申請しても、予告登記は付きません。

２．予告登記の事をお話しします。

　　予告登記は、例えばＡが所有上地をＢに売却し、所有権移転登記をＢに移したが、Ｂの詐欺によってＡが売買契約を結んだとして、この売買契約を取り消し、Ｂに対して所有権移転登記の抹消登記手続の訴えを裁判所に申し立てたとき、Ｂの所有権登記名義を信頼して、Ｂと取引に入る第三者が、Ｂが敗訴したとき不測の損害を蒙らないため、第三者に警告するため、裁判所の嘱託によりなされる予備的な登記です。

　　我が国の登記にはその登記を信頼して取引に入った第三者を保護する制度がありませんので、第三者に警告する意味があるのです。予告登記を見た第三者は、通常であればＢとこの土地についての取引はしません。

３．本事例の場合には、登記がまだＹ社に移っていませんので、予告登記の問題は起こりません。登記の抹消請求の問題が生じないからです。

４．本事例でＸが売買契約を解約できますか。

　（1）手付けは解約手付けと見なされますので、Ｘは手付けの倍返し金１０００万円をＹに支払って売買契約を解約することはできます。

　（2）Xは、（1）以外の理出で契約解除するためには、Ｙに本件売買契約上の債務不履行がなければできません。売買契約の解除できる事由の中に「著しく信用状況が悪くなった時」の条項が入っていても、噂だけでは解除事由には該当しないと考えられます。本件の場合は、Ｘは手付け倍返し以外には契約解除はできないと思います。

５．逆にＹは、ＸがＹとの本件売買契約があるにもかかわらず、甲土地をＺに売却し、Ｚに所有権移転登記がされますと、甲土地を取得できない恐れが出てきますので、ＸがＹに売る気がないのであれば、Ｙは甲土地の保全処置を考えると思います。

６．Ｙ会社がとりうる保全処置

　　処分禁止の仮処分を裁判所に申し立てる。

　　Ｙは通常であれば、３月１５日に残金４５００万円を用意して、それをＸに渡すのと引換に、Ｘから所有権移転登記に必要な書類を受け取るのですが、３月１５日まで待っていては､Ｙに所有権移転登記ができない恐れが出てきます。

　　そこで、その恐れがあるときは、事前にＹはＸに対する所有権移転登記請求権を持っていますので、これに基づいて、Ｘに対し甲土地を他の第三者に処分することを防止する仮処分を裁判所に求めます。裁判所から仮処分決定が出ますと、裁判所から法務局に仮処分の登記の嘱託がなされます。甲土地の登記簿に仮処分決定の登記が記載されます。この仮処分の手続はＹの一方的な中立により裁判所が認めるものですから、Ｘに不測の損害が生じる恐れがあります。そこで、裁判所はＸの損害を担保するためＹに保証金を要求します。

　　この仮処分の登記がなされた後に、ＢがＸから甲土地を購入し、所有権移転登記をしても、ＹがＸに売買代金の残金を支払い、Ｘに対して所有権移転登記請求の裁判に勝訴したら、それに基づいて、Ｙ単独で所有権移転登記手続を行うことができます。この場合、ＹはＢへの移転登記を抹消できます。（民事保全法５８条２項）

　　従って、処分禁止の仮処分のある不動産は事実上売れなくなります。

(教　訓)

　本事例の場合、ＸはＹから処分禁止の仮処分をされないように注意しなければなりません。
　Ｘは手付けの倍返しができなければ、決済日である３月１５日まで待たなければ仕方がありません。決済日にＹが残金の支払いができなければ、Ｘは債務不履行を理出に売買契約を解除し、Ｙに損害金を払ってもらい、甲土地を他に売却すればよいと思います。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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